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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ( 巨E ) ・変 殉

ては、ち称及び代表者の氏るて

日本新薬株式会社
代表取締役社長  初 山 一登

075

と 1該 当する口には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主ま力Dされる事業者の方は、 レ印の記入は不要です。

2 f密 準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度」とは計画期間の最終年度をいいます、

3 '事 業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所年の事業活動のためのエネルイーの使用に伴いZ生 する温含効果/ス を、 「輸送草同排出区分Jと

は 自 動車通と事業者については償帰の本J41の位置を京都市内とする車両の排出する温宮効果メスを 供 道事業者については保有する貨物車両又

は旅を0向 の排出する温葦効果ガスを 「そのlt排出区分Jと は 上 記以タトの京都市内における事業所害の事業活動にやい発生する温富効果ガス

をいいます。
4「 特記事項Jに は、平成2年 度 (1990年 度)を 基草とした排出畳の対比やエネルギー原判立C02排 出量、省エネ製品開発などlL者の温宣効果

ガス排出削減への費就、グリーン碑達の採用、特定フ。ンなどの条例指定外の温宣効果グスの削減などを記入してください。

京都府〕,求編隈イに対策条例第18築街 1項 (第18粂第2項、第 18粂第3項 )の 規定により提 出 し

特定事業者の

主たる業種 医薬品 t食品の製造及び販売

該当する事業
者要件

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算
して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出草
業者 (二酸化炭素に換算 して3.000トン以上))

r

ギ

計 画 期 間 平成 18 年  4 月 平成  20 年 3  月

基 本 方 針
エネルギー消費効率の改善,自然エネルギー(太陽光発電など)の活用,省エネルギー活動の推進,廃薬物排出量の削減に

より3%以 上のC02排出豊の削減を目指す。

推 進 体 制 専門部署で策定した実施計画を環境担当役員を委員長とする環境委員会で承認し,実施する。

年度 ごとの具

体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程等

18～ 19 研究所 '事務所 より効率の高↓塔 エネルギー設備の導入や自然エネルギーなどについて検討する。

18-19 研究所 ・事務所
夏孝の道工冷房 (23℃)及 び冬奪の適正暖房 (20℃)の 実施及びクールビズ ウ ォームビズ

によりC02を 削減する。

18-19 研究所 ・事務所
アイ ドリング ス トップ運動として次のことに取り組み、C物を削減する。
・アイ ドリング・ス トップの徹底    ヤ 従業員への定期的な連守指導
・駐車場利用者への者板等による周知徹底

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

丞準年度 (実績)

( 16 )年 度
(二酸化炭来換姿 (t))

日襟年度 (DT回'

( 19 )年 度
〈二醐 ヒ炭栄張算 (t))

削減零

(計画)
(C/6)

A事 業所等排出区分 7,104 t 6,886 t -31 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                7,104 t Ⅲ2             6,885 t -3 1 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年凄

(二B64ヒ炭素養算 〈t

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収重) ↓

府内産のラ オの禾叫用 仰!局曇) m〕 (削減量) t

自然エネルギとを利用した電
力又は熱の供給

(完電畳) (削減ヨ) t

〈熱供給畳〕 GJ (削減皇) t

グリーン電力の購入 磯入重)  J_      IWh 〈削減畳) t

削減量等合計
=

t

差引排出量

(排出合計一削減争合Ir)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖」減率 (計画)

■1                7 104 t Ⅲ2)‐←3)          6,885 t - 3 1 %

特 記 事 項 当社ではH12年度より下記のエネルギー消費効率の改善に取り組んできており、116年度に,2年度 (1990年度)比 で

105%(経 団連の公表数字より算出)の C02削減を達成しています。
(1)研究所1号館空調機のインパータ取り付けよる電力の削減 (H12～H14年度)

(2)研究所1,2号館空調機に新型電力削減システム (通称 モスーパーメンク)を 導入し電力を削減 (H16年度)

(3)研究所2号錆にガスコージェネシステムを導入し、エネルギー使用効率を向上 (H16年度)

(4)事務所空調枝用に夜間電力を利用した 「氷警熱方式」を導入し、昼間の冷凍電力の負荷を低減 (114～15年度)

(5)夏季の適正冷房の実施及び省エネスタイルによる電力の削減 (H14年度～)
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